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1. はじめに 

 地震後に安定した水供給を行うためには，管路・施設の耐震化を継続的に進める一方で，地震後に迅速に

応急給水をできるように準備することが重要である．地震後の応急対応対策には，配水池や貯水槽による拠

点給水の計画や給水車の配備など物的資源の整備が着目されてきた．しかし，事業継続においては，人的・

物的資源の活用が必須である．本研究では緊急時の人的資源の確保に主眼を置き，兵庫県南部地震や他の地

震における応急給水業務と他の業務との関係や，参集状況，施設被害状況などから応急給水業務を開始する

ための職員参集条件について分析を行った． 
2. 地震後の応急給水業務の分析 

地震後の水道事業体の活動記録は，一般的に記述形式のタイムラインが多く，地震後には応急給水業務

の他に，様々な緊急対応が行われている．本研究では，事業継続計画ガイドラインを参照しながら，水道事

業体の地震時緊急対応の重要業務を 10 項目に分類した．例えば，電話対応，所内整理・対策本部設置，職

員安否確認などの事務業務の他に，応急給水準備，応急給水実施，拠点給水実施，などである．漏水対応は

配水業務であるが，ここでは直後の対応として考えているため，復旧・修繕作業ではなく配水管のバルブ閉

めや管路の目視パトロールなどの一時的な業務としている．これらの重要業務の優先順位と応急給水業務の

開始時間について分析するため，兵庫県南部地震時における神戸市水道局の各事業所の活動記録 1)を記述形

式のタイムライン（表-1 参照）から重要業務分類と地震からの時間によって記号化し（表-2 参照），各業

務の達成程度を数量的に分析した．下記に分析の一例として，西部センターにおけるタイムラインを示す．

表-2 の「Y」は業務が達成されたことを示している．分析には業務達成程度の他，配水区ごとの管路被害率

や職員参集状況についても比較している． 
各事業所における業務達成状況ついて，東部センター（東部営業所・東部配水管理事務所），中部セン

ターでは管路被害率が非常に高く，地震当日の業務達成程度も低いことが示された．応急給水については，

午前 10 時頃応急給水が準備され，夕方頃には実施されていた．一方，西部センターでは管路被害率は東

部・中部より低いにも関わらず，西部センター庁舎東隣のゴム工場の火災の二次災害対応に参集した多くの

職員が充てられたため，応急給水開始時間は遅れた．垂水センター，北センターでは，管路被害率が他セン

ターと比べて低く，午前 8 時には応急給水準備業務が行われていたことが分かった． 
表-1 記述形式である活動記録の一例         表-2 業務分類と時間によるタイムラインの記号化の一例 

地震発生からの時刻

事業所 5:46 6:00 7:00 8:00 9:00

西部センター 須磨区妙法寺
でがけ崩れに
よる破裂のた
め，1班出動

停電，
断水状態

停電後，
バッテリー
切れによる
電話不通

続々と
職員が
出勤

 業務 ID 5:46 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24
電話対応 1 Y Y Y Y Y Y Y Y Y Y Y Y Y Y Y Y Y Y
災害対応体制確立 2 Y Y Y Y Y Y Y Y Y Y Y Y Y Y
職員安否確認 3 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
応急給水準備 4 Y Y Y
応急給水実施 5 Y Y
拠点給水実施 6 Y Y
漏水対応 7 Y Y Y Y Y Y Y Y Y Y Y Y Y Y Y Y Y
調達調整 8 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
外部応援 9 Y Y
二次災害対応 10 Y Y Y Y Y Y Y Y Y Y Y Y Y Y

 

さらに，地震後の時間ごとの業務達成頻度を，業務別，事業所別に整理して，確率モデルで業務達成度

を推定した．ここでは，各業務の業務量については考慮せず，全ての業務の重みは等しいとした．図-1，
図-2 はガンマ分布を用いて業務達成度を推定した結果である．分析結果から，応急給水業務は，電話対

応・対策本部設置などの所内業務ができた段階ですぐに実施されていることが確認できた．つまり，応急給 
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水業務は水道の重要業務の中でも優先されていることが本研究で定量

的に示された．その一方で，事業所内の施設被害（ここでは，管路被

害率で評価する）が大きくなると業務達成までの時間が遅くなれるこ

とも傾向として分かった．この理由として，地震の被害程度が大きく

なり，それに対応するための業務量が増えるため，結果的にその影響

が達成時間に反映されていると考えられる．また，火災対応が必要で

あった西部センターでは，業務達成度が最も低く，施設被害だけでな

く，二次災害等への対応の有無を応急給水業務の開始には考慮すべき

であることが明らかになった． 
3. 応急給水業務開始のための条件 

応急給水業務を開始するための条件を明らかにするため，各事業所

における応急給水準備・実施の各業務達成時の職員参集率と各区の管

路被害率の関係について分析を行い，その結果を図-3，4 に示す．二次

災害等への対応の必要がなかった事業所については，応急給水準備・

実施のそれぞれについて近似曲線を与えた．被害率が高くなるにつれ

て業務開始時の参集率が増加する傾向にある．これは，上述したよう

に地震の被害程度が大きくなれば，それに対応するための業務量が増

え，多くの人的資源を必要であることを示した結果といえる．兵庫県

南部地震時の事例の他に，参考として新潟県中越沖地震時の柏崎市も

分析に含めた．柏崎市では火災は発生しなかったが，浄水場施設内の

被害が大きかったために，その対応で応急給水業務開始までに時間を

要した．柏崎市も西部センターと同様に二次災害等への対応の必要が

ある場合として考慮すると，神戸と同じ傾向を示している．以上より，

二次災害等への対応の職員需要を考慮に入れて，応急給水業務開始の

ための職員参集率の条件式として下式を与える．式（1）は応急給水準

備業務開始のための条件式で，式（2）は応急給水実施業務開始のため

の条件式である． 
( ) BaxY ⋅⋅+≥ δ45.0496.0       （1） 
( ) BaxY ⋅⋅+≥ δ57.0641.0       （2） 

ここで，Y ：参集人数，x：各事業所の管路被害率（件/km），a：二次

災害対応に必要な職員比（0≦a≦1，神戸市の場合 a=0.38），B：各事

業所の職員数，δ：二次災害対応の有無（1，0） 
4. まとめ 

 本研究では，兵庫県南部地震時の神戸市水道局の活動記録から応急給水業務を開始するための参集条件に

ついて分析を行った．定性的に記述された活動記録から重要業務の業務達成度として定量的に分析した結果，

応急給水業務よりも電話対応や所内の整理など事業所内で体制を整えることが，地震後に優先される業務が

あることが分かった．応急給水業務の開始条件として，被災程度を表す管路被害率と職員参集率を用いて条

件式を示すことができた．本研究成果は，神戸市の事例に基づくもので，大都市のような多くの職員のいる

事業体では事業継続計画策定のための参考値として利用できる．しかし，数名の職員しかいない水道事業体

については，他都市からの応援を含めた緊急対応の分析が必要である． 
【謝辞】本研究の遂行にあたり，神戸市水道局の皆様には貴重なご意見を頂いた．ここに感謝の意を表す． 
【参考文献】1）神戸市水道局：阪神淡路大震災 水道復旧の記録，pp.28，pp.36-40，1996 
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図-1 水道重要業務ごとの業務達成度 
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図-2 業務所ごとの業務達成度 

y = 0.496x0.45

0%

20%

40%

60%

80%

100%

0 0.5 1 1.5

参
集

率
（
%
）

被害率(件/km)

長田区

須磨区

柏崎市

二次災害がある場合

図-3 応急給水準備業務開始時の各配水

区の職員参集と被害率の関係 
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図-4 応急給水実施業務開始時の各配水

区の職員参集と被害率の関係 
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